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１．家庭における安心な子育ての実現 

（１） 地域子育て支援拠点事業の寄り添い型支援と親としての成長 

平成 30 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業iにより、地域子育て支援拠点

の特徴ともいわれる「寄り添い型支援」が、子育て中の親が本来持っている強み

（力）を育み、「親としての成長」を促すプロセスが示唆されました。日々の子育

てや子育てで生じた葛藤や困難に立ち向かう中で、自らのこれまでの経験を活かし

つつ、必要に応じて他者に頼るなど、子育てに関する自己決定の経験を通して、わ

が子への感受性や応答性を高めること。また、こうした経験を通して、わが子以外

の子どもの存在に気づき、共に養育に関わろうと認識し行動しようとするプロセス

です。赤ちゃんの世話などの経験が少なく、生活の変化が大きい産前から乳幼児期

の子育てにとって、仕事への復帰が早まっている現在、親としての成長を促す交流

拠点の意義は高まっており、これまで以上に身近な場所への設置が望まれます。 

（２） 利用者支援事業の拡充 

多様な課題をもつ家庭が増える中、身近な相談と地域資源のコーディネート事業

である利用者支援事業のニーズが高まっています。平成 30 年実績では、基本型

720 か所、特定型 375 か所、合計 1,095 か所となっており、目標値である 1,800 カ

所の設置（基本型+特定型）に対して 60.8％の実施率です。特に基本型は、個別支

援、地域連携の総合的な類型であり、地域の子育て資源の開拓やネットワークづく

りに寄与する事業として早急に整備すべき事業であり、拡充が必要です。 

また、相談が自治体を超えて入るケースがあり、近隣自治体との調整、連携の仕

組みも検討が必要です。 

 

２．地域における子育て環境の向上 

（１） 児童虐待防止対策に向けた取り組みと親の学習機会の保障 

児童の権利擁護として、親権者は児童のしつけに際して体罰を加えてはならない

こととする、とされました。一方、保護者からは子どものしつけについての困り感

が高く、親の学びの場やプログラムの提供等、保護者の不安をあおらない機会の充

実も合わせて必要です。 



（２） 子育て世代包括支援センターとの協働促進 

 妊娠期からの切れ目ない支援が重要であることは誰もが認めるところですが、母

子保健分野との連携が難しいとの現場の意見が聞かれます。子育て世代包括支援セ

ンターが妊娠期からの切れ目ない支援を果たす機能であり、子育て支援拠点事業や

利用者支援事業基本型の実施機関とともに、体制づくりの一翼を担うことが期待さ

れています。自治体に対してさらなる周知をお願いしたいと思います。 

（３）一時預かり事業の拡充 

    平成 30 年度の調査iiから、一時預かり事業を積極的にすすめている自治体では国 

庫補助基準額を上回って自治体独自の家賃補助、人件費補助などが行われている一

方で、現状では事業の特性から事務負担や保育士の負担が高く、ニーズに応えられ

ないという経営上の課題が明らかになりました。緊急時はもとより孤立や子育て不

安を払しょくするためのレスパイト機能を有する一時預かり事業について、地域間

格差が広がらないよう、国庫補助として職員の処遇改善、補助単価の見直しを要望

いたします。 

 

３．地域子育て支援拠点事業の支援の質や機能の向上 

（１） 地域子育て支援拠点事業の運営費の適正化 

 全国の自治体の中には、国基準で定められた基準額を下回る交付となっている自

治体があると報告されています。職員の定着を図り、運営の質の確保を図るために

は、安定的な人件費、運営費が欠かせません。補助金交付要綱に定められた基準額

が適切に交付されるよう要望いたします。 

（２） 利用親子組数及び機能の違いに配慮した職員配置基準の改善 

 平成 30 年度の調査研究iiiにより、主に保育を必要としない子育て家庭が集える

地域の拠点として平日のみ開所されている小規模な拠点と、多機能的な子育て支援

事業を実施し、土日の開所率も相対的に高い地域の中核的な拠点では、必要な職員

数や職員に求められる業務量、スキル、拠点が抱える課題は大きく異なるという結

果が得られています。利用組数が多く、地域における中核的な地域子育て支援拠点

については、利用者対応に中心的役割を果たす職員のための加算を行うなど常勤職

員比率を高めることを要望いたします。 

（３） 就労家庭や妊娠家庭への利用促進のための土日祝日開所を推進 

 多様な働き方の就労家庭が増えるなか、地域子育て支援拠点の開所日について

は、平成 29 年度の調査ivにおいて、平日に加えて土曜日開所または、土日開所して

いる拠点は利用組数が多いという結果が得られています。地域子育て支援拠点事業

についても、利用者支援事業同様に休日加算を求めます。 

（４） 職員の適正な処遇改善と最低賃金を保障する補助金の見直し 

 対人援助業務については、他機関との連携も含めた職員の質的向上が求められま



す。拠点施設の責任者や職員のキャリアによる適切な処遇が行われるよう人件費の

拡充をお願いします。児童福祉の担い手として、経験を積み、地域子育ての中核を

担う人材を育成するためにも、人件費単価の見直しを要望いたします。 

（５） 研修機会の確保、研修の体系化と研修予算の確保 

平成 30 年度の調査研究vにより、基礎的研修として位置づけられている子育て支

援員研修「地域子育て支援コース（地域子育て支援拠点事業）」に関して、実施し

ていると答えた都道府県（回収率 91.5%）は 27 カ所のみでした。量的調査から

は、職員が従事する自治体によって研修の受講機会に格差が生じていることが明ら

かになりました。本調査では、調査結果を踏まえて新任職員、中堅職員に必要な研

修内容についてモデルとして提案するとともに、都道府県、市区町村の研修に関す

る役割についても提案しています。拠点事業に従事する職員の専門性の向上のため

にも研修機会の確保と研修の体系化を図っていただくとともに、研修予算の確保を

要望いたします。 
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